
令和６年９月
科学技術・イノベーション推進事務局

科学技術関係予算

令和７年度概算要求について

内 閣 府



【参考】 令和６年度

当初予算額

40,636 7,987 36,175 4,462 12.3%

12,861 1,478 12,382 480 3.9%

4,941 10.2%
科学技術関係予算

53,497 9,464 48,556
(Ａ + Ｂ)

令和７年度概算要求暫定額

【参考】 対前年度比較（要求額＋要望額）

うち「重要政策推進枠」
要望額 増額 増減率（％）

　１　一般会計　（Ａ）

　２　特別会計　（Ｂ）

令和７年度概算要求における科学技術関係予算＜全体額＞

１

（※1）「科学技術関係予算」とは、科学技術振興費の他、国立大学の運営費交付金・私学助成等のうち科学技術関係、

科学技術を用いた新たな事業化の取組、新技術の実社会での実証試験、既存技術の実社会での普及促進の取組等に必要な経費としている。

（※2）科学技術関係予算の集計に向けた予算事業の分類や該当する額について政府内での調整が残っている事業があることから、

上記は暫定的な集計値であり、事項要求分及び科学技術関係予算該当額が現時点で未確定である公共事業費の一部等は含まれない。

（単位：億円）



一般 特別 一般 特別 一般 特別

会計 会計 会計 会計 会計 会計

国会 11 - 11 -              - - 11 - 11

内閣官房          754 - 754          199 -         199          634 -         634

内閣府        1,432 -  1,432          456 -         456        1,215 -  1,215

警察庁 22 - 22 -              - - 21 - 21

消費者庁 22 - 22 6 - 6 50 - 50

こども家庭庁 12 - 12 3 - 3 3 - 3

デジタル庁 1 - 1 1 - 1 66 - 66

復興庁 -          384 384 - 0 0 -          394         394

総務省 2,088 -  2,088          342 -         342        1,114 -  1,114

法務省 12 - 12 -              - - 12 - 12

外務省          291 - 291 55 - 55        1,305 -  1,305

財務省 12 - 12 -              - - 10 - 10

文部科学省  22,571        1,396  23,966        5,036          324  5,360  19,494        1,085  20,579

厚生労働省        1,989          132  2,121          359 -         359        1,552          682  2,234

農林水産省        2,345 -  2,345          440 -         440        2,075 -  2,075

経済産業省        2,326        9,459  11,784          610          883  1,494        1,778        8,934  10,712

国土交通省          929          115  1,044          318 -         318        3,720          120  3,840

環境省          503        1,377  1,880          162          270         432          446        1,167  1,613

防衛省        5,317 -  5,317 1 - 1        2,667 -  2,667

 計  40,636  12,861  53,497  7,987  1,478  9,464  36,175  12,382  48,556

令和７年度概算要求 総額 （要求額＋要望額）
【参考】

令和６年度当初予算額うち「重要政策推進枠」要望額

計 計 計

令和７年度概算要求における科学技術関係予算＜府省別＞

２

（単位：億円）

（※1）「科学技術関係予算」とは、科学技術振興費の他、国立大学の運営費交付金・私学助成等のうち科学技術関係、

科学技術を用いた新たな事業化の取組、新技術の実社会での実証試験、既存技術の実社会での普及促進の取組等に必要な経費としている。

（※2）科学技術関係予算の集計に向けた予算事業の分類や該当する額について政府内での調整が残っている事業があることから、

上記は暫定的な集計値であり、事項要求分及び科学技術関係予算該当額が現時点で未確定である公共事業費の一部等は含まれない。

（※3）周期的に実施する調査にかかる予算を含む。

※3
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